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1． 概　　　　況

総　括　事　項

(2)　議会議決事項

（平成28年３月29日）

1.　平成28年度大阪市下水道事業会計予算

　平成28年９月16日

1.　平成27年度大阪市下水道事業会計予算繰越報告について

2.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

　平成28年10月19日

1.　平成27年度大阪市下水道事業会計決算報告について

2.　平成27年度大阪市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

　平成29年３月28日

1.　平成29年度大阪市下水道事業会計予算

2.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例案

(3)　行政官庁認可事項

職員に関する事項

 平成29年３月末日における職員の在籍人員は410名（22名）で、内訳は次のとおりであります。

 損益勘定 　231名 （13名）

 資本勘定 179名 （ 9名）

 （注）（　　）内は、再任用短時間勤務職員数で外数である。

め、下水道の拡充整備を推進していく所存であります。

件　　　　　　　　　　　名

　大阪市公共下水道事業計画の変更

　大阪都市計画下水道事業計画の変更

あ　て　名

近畿地方整備局長

大 阪 府 知 事

本年度の経営収支につきましては、下水道使用料の増加や経営形態見直しに伴う退職給付引当金計上額の減少

今後とも事業運営の効率化に努めるとともに、浸水の解消、水質汚濁の防止など市民の生活環境の向上のた

株式会社を設立し、平成29年４月から同社に維持管理業務を包括委託しております。

の建設などの抜本的な浸水対策を積極的に推進しました。また、水質保全対策として、住之江下水処理場雨水滞

水池の建設などの合流式下水道の改善対策を推進させたほか、高度処理施設等の建設を進めました。さらに、

都市環境対策として港抽水所の環境整備などを進めました。また、老朽化した管渠や大野下水処理場等での設備

の改築・更新を行いました。

などによる人件費の減少、支払利息の減少などにより、経常損益では 億 万 円の剰余となっており

ます。これに、新会社への転籍に伴う退職給付費などの特別損益を加えた当年度損益は 億 万 円

の剰余となり、積立金の取崩に伴うその他未処分利益剰余金変動額 億 万 円を合わせますと、

当年度末の未処分利益剰余金は、58億4,403万6,800円となりました。

本市の下水道事業は、安全で快適なまちづくりや清らかな水環境の再生・創出とリサイクル型社会の実現

なお、上下分離方式による下水道事業の経営形態の見直しについては、平成 年７月にクリアウォーター

などをめざして、下水道の整備促進とともに、施設の適正な維持管理に鋭意努め、市民の生活環境の向上を進め

ているところであります。

平成 年度の建設改良事業につきましては、浸水対策として、淀の大放水路、新今里～寺田町幹線、本町幹線

申請年月日
免許、認可又
は許可年月日

指 令 の
要　  領

平成年月日 平成年月日
認可

〃

平成28年度大阪市下水道事業報告書
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1． 概　　　　況

総　括　事　項

(2)　議会議決事項

（平成28年３月29日）

1.　平成28年度大阪市下水道事業会計予算

　平成28年９月16日

1.　平成27年度大阪市下水道事業会計予算繰越報告について

2.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

　平成28年10月19日

1.　平成27年度大阪市下水道事業会計決算報告について

2.　平成27年度大阪市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

　平成29年３月28日

1.　平成29年度大阪市下水道事業会計予算

2.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例案

(3)　行政官庁認可事項

職員に関する事項

 平成29年３月末日における職員の在籍人員は410名（22名）で、内訳は次のとおりであります。

 損益勘定 　231名 （13名）

 資本勘定 179名 （ 9名）

 （注）（　　）内は、再任用短時間勤務職員数で外数である。

め、下水道の拡充整備を推進していく所存であります。

件　　　　　　　　　　　名

　大阪市公共下水道事業計画の変更

　大阪都市計画下水道事業計画の変更

あ　て　名

近畿地方整備局長

大 阪 府 知 事

本年度の経営収支につきましては、下水道使用料の増加や経営形態見直しに伴う退職給付引当金計上額の減少

今後とも事業運営の効率化に努めるとともに、浸水の解消、水質汚濁の防止など市民の生活環境の向上のた

株式会社を設立し、平成29年４月から同社に維持管理業務を包括委託しております。

の建設などの抜本的な浸水対策を積極的に推進しました。また、水質保全対策として、住之江下水処理場雨水滞

水池の建設などの合流式下水道の改善対策を推進させたほか、高度処理施設等の建設を進めました。さらに、

都市環境対策として港抽水所の環境整備などを進めました。また、老朽化した管渠や大野下水処理場等での設備

の改築・更新を行いました。

などによる人件費の減少、支払利息の減少などにより、経常損益では 億 万 円の剰余となっており

ます。これに、新会社への転籍に伴う退職給付費などの特別損益を加えた当年度損益は 億 万 円

の剰余となり、積立金の取崩に伴うその他未処分利益剰余金変動額 億 万 円を合わせますと、

当年度末の未処分利益剰余金は、58億4,403万6,800円となりました。

本市の下水道事業は、安全で快適なまちづくりや清らかな水環境の再生・創出とリサイクル型社会の実現

なお、上下分離方式による下水道事業の経営形態の見直しについては、平成 年７月にクリアウォーター

などをめざして、下水道の整備促進とともに、施設の適正な維持管理に鋭意努め、市民の生活環境の向上を進め

ているところであります。

平成 年度の建設改良事業につきましては、浸水対策として、淀の大放水路、新今里～寺田町幹線、本町幹線

申請年月日
免許、認可又
は許可年月日

指 令 の
要　  領

平成年月日 平成年月日
認可

〃

平成28年度大阪市下水道事業報告書
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2.　工　　　　事

(1)  建設改良工事

決　　算　　額

円

2．

種　　　　　　　　別 数　量 備　　　　　　　　　　　考

1． 管 渠 工 事
ｍ

管 渠 建 設

幹 線

大 隈 ～ 十 八 条 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

新 今 里 ～ 寺 田 町 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

一 式

中 野 町 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

上 本 町 ～ 細 工 谷 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

清 水 ～ 今 福 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

本 町 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

一 式

一 式

高 見 ～ 島 屋 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

上 記 以 外 の
幹 線 工 事

東 横 堀 ～ 桜 川 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

佃 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

一 式

一 式

計

枝 線

そ の 他

他 事 業 関 連 事 業

城 東 抽 水 所

雨水ポンプ設備工事等

雨水滞水池築造工事等

自家発電設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

シールド機製作・セグメント製作

立坑工

立坑工

付帯工

扇町～万歳町幹線下水管渠築造工事等

市内一円下水管渠再構築工事等

水洗普及事業及び流域下水道負担金等

淡路駅周辺地区下水管渠築造工事等

一 式

抽 水 所 工 事

平 野 市 町 抽 水 所

長 堀 抽 水 所

南 港 第 ２ 抽 水 所

北 野 抽 水 所

決　　算　　額

円

3．

種　　　　　　　　別 数　量 備　　　　　　　　　　　考

東 野 田 抽 水 所 沈砂池設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

自家発電設備工事等

中 之 島 抽 水 所

今 里 抽 水 所

雨水ポンプ設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

梅 町 抽 水 所

佃 第 ２ 抽 水 所

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

計

自家発電設備工事等

出入橋抽水所雨水ポンプ設備工事等

西三荘抽水所雨水ポンプ設備工事等

平 林 抽 水 所

そ の 他

他 事 業 関 連 事 業

処 理 場 工 事

一 式

一 式

一 式

住 之 江 下 水 処 理 場

平 野 下 水 処 理 場

洗砂槽設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

脱水分離液処理施設整備事業等

大 野 下 水 処 理 場 一 式

一 式

一 式

津 守 下 水 処 理 場

十 八 条 下 水 処 理 場

市 岡 下 水 処 理 場

此 花 下 水 処 理 場

海 老 江 下 水 処 理 場

今 福 下 水 処 理 場

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

舞 洲 ス ラ ッ ジ セ ン タ ー

そ の 他

千 島 下 水 処 理 場

中 浜 下 水 処 理 場

放 出 下 水 処 理 場

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式 汚泥処分地負担金等

溶融炉制御設備機能追加工事等

ポンプ場築造工事等

沈澄池汚泥かき寄せ機設備工事等

汚水ポンプ設備工事等

返送汚泥ポンプ設備工事等

送風機設備工事等

反応槽設備工事等

送風機設備工事等

監視制御設備外機能追加工事等

監視制御設備外機能追加工事等
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2.　工　　　　事

(1)  建設改良工事
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円
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ｍ

管 渠 建 設

幹 線

大 隈 ～ 十 八 条 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

新 今 里 ～ 寺 田 町 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事
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中 野 町 幹 線
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下 水 管 渠 築 造 工 事
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下 水 管 渠 築 造 工 事

佃 幹 線
下 水 管 渠 築 造 工 事

一 式

一 式

計

枝 線

そ の 他

他 事 業 関 連 事 業

城 東 抽 水 所

雨水ポンプ設備工事等

雨水滞水池築造工事等

自家発電設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

シールド機製作・セグメント製作

立坑工

立坑工

付帯工

扇町～万歳町幹線下水管渠築造工事等

市内一円下水管渠再構築工事等

水洗普及事業及び流域下水道負担金等

淡路駅周辺地区下水管渠築造工事等

一 式

抽 水 所 工 事

平 野 市 町 抽 水 所

長 堀 抽 水 所

南 港 第 ２ 抽 水 所

北 野 抽 水 所

決　　算　　額

円

3．

種　　　　　　　　別 数　量 備　　　　　　　　　　　考

東 野 田 抽 水 所 沈砂池設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

自家発電設備工事等

中 之 島 抽 水 所

今 里 抽 水 所

雨水ポンプ設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

梅 町 抽 水 所

佃 第 ２ 抽 水 所

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

計

自家発電設備工事等

出入橋抽水所雨水ポンプ設備工事等

西三荘抽水所雨水ポンプ設備工事等

平 林 抽 水 所

そ の 他

他 事 業 関 連 事 業

処 理 場 工 事

一 式

一 式

一 式

住 之 江 下 水 処 理 場

平 野 下 水 処 理 場

洗砂槽設備工事等

雨水ポンプ設備工事等

脱水分離液処理施設整備事業等

大 野 下 水 処 理 場 一 式

一 式

一 式

津 守 下 水 処 理 場

十 八 条 下 水 処 理 場

市 岡 下 水 処 理 場

此 花 下 水 処 理 場

海 老 江 下 水 処 理 場

今 福 下 水 処 理 場

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式

舞 洲 ス ラ ッ ジ セ ン タ ー

そ の 他

千 島 下 水 処 理 場

中 浜 下 水 処 理 場

放 出 下 水 処 理 場

一 式

一 式

一 式

一 式

一 式 汚泥処分地負担金等

溶融炉制御設備機能追加工事等

ポンプ場築造工事等

沈澄池汚泥かき寄せ機設備工事等

汚水ポンプ設備工事等

返送汚泥ポンプ設備工事等

送風機設備工事等

反応槽設備工事等

送風機設備工事等

監視制御設備外機能追加工事等

監視制御設備外機能追加工事等
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決　　算　　額

円

種　　　　　　　　別 数　量 備　　　　　　　　　　　考

（注）決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)  主な保存工事

決　　算　　額

円

（注）決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

他 事 業 関 連 事 業 一 式

一 式
平野下水処理場

汚泥溶融炉設備整備工事

汚泥ケーキ乾燥設備補修工事

舞洲スラッジセンター

脱水分離液処理施設整備工事

舞洲スラッジセンター

汚泥溶融炉施設整備工事

此花下水処理場ポンプ場築造工事等

合 計

舞洲スラッジセンター　

汚泥溶融炉施設整備工事
　　　　　　（その２）

備　　　　　　　　　　　考種　　　　　　　　別 数　量

舞洲スラッジセンター   

計

一 式

一 式

一 式

一 式

3.　業　　　　務

(1)  業　 務　 量

％
ｍ ｍ ｍ

ヵ所 ヵ所 ヵ所

ヵ所 ヵ所 ヵ所

ヵ所 ヵ所 ヵ所

㎥ ㎥ △ ㎥ △

㎥ ㎥ ㎥

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

(2)  事業収入に関する事項

△

△

△

△

△

△

管 渠 延 長 年度末現在

区　　　　　　分 本　年　度 前　年　度
差　　　　　　　引

備　　　考
増　△　減 比　　　率

処 理 場 〃

抽 水 所 〃

年 間 処 理 水 量

ス ラ ッ ジ セ ン タ ー 〃

排 水 面 積 年度末現在

１ 日 処 理 能 力

区　　　　　　　分 本　　　年　　　度 前　　　年　　　度 差　引　増　△　減

処 理 面 積 〃

円 ％ 円 ％ 円
営 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

受 託 事 業 収 益

受取利息及び配当金

営 業 外 収 益

一 般 会 計 補 助 金

土 地 物 件 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

特 別 利 益

雑 収 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

計
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決　　算　　額

円

種　　　　　　　　別 数　量 備　　　　　　　　　　　考

（注）決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)  主な保存工事

決　　算　　額

円

（注）決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

他 事 業 関 連 事 業 一 式

一 式
平野下水処理場

汚泥溶融炉設備整備工事

汚泥ケーキ乾燥設備補修工事

舞洲スラッジセンター

脱水分離液処理施設整備工事

舞洲スラッジセンター

汚泥溶融炉施設整備工事

此花下水処理場ポンプ場築造工事等

合 計

舞洲スラッジセンター　

汚泥溶融炉施設整備工事
　　　　　　（その２）

備　　　　　　　　　　　考種　　　　　　　　別 数　量

舞洲スラッジセンター   

計

一 式

一 式

一 式

一 式

3.　業　　　　務

(1)  業　 務　 量

％
ｍ ｍ ｍ

ヵ所 ヵ所 ヵ所

ヵ所 ヵ所 ヵ所

ヵ所 ヵ所 ヵ所

㎥ ㎥ △ ㎥ △

㎥ ㎥ ㎥

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

(2)  事業収入に関する事項

△

△

△

△

△

△

管 渠 延 長 年度末現在

区　　　　　　分 本　年　度 前　年　度
差　　　　　　　引

備　　　考
増　△　減 比　　　率

処 理 場 〃

抽 水 所 〃

年 間 処 理 水 量

ス ラ ッ ジ セ ン タ ー 〃

排 水 面 積 年度末現在

１ 日 処 理 能 力

区　　　　　　　分 本　　　年　　　度 前　　　年　　　度 差　引　増　△　減

処 理 面 積 〃

円 ％ 円 ％ 円
営 業 収 益

一 般 会 計 補 助 金

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

受 託 事 業 収 益

受取利息及び配当金

営 業 外 収 益

一 般 会 計 補 助 金

土 地 物 件 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

特 別 利 益

雑 収 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

計
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(3)  事業費に関する事項

△

△

△

営 業 費 用

区　　　　　　　分 本　　　年　　　度 前　　　年　　　度 差　引　増　△　減

円 ％ 円 ％ 円

経 費

人 件 費

営 業 外 費 用

計

特 別 損 失
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4．　会　　　　計

送
風

自
家

水
処

雨
水

（注）契約金額は、消費税及び地方消費税を含む。

契約年月日 契 約 内 容 契 約 金 額 契 約 の 相 手 方

平成年月日 円

海老江下水処理場沈澄池

株式会社丸島アクアシステム汚泥かき寄せ機外設備工事（その２）

沈澄池設備　一式

平野下水処理場送風機設備工事
送風機設備　一式

荏 原 実 業 株 式 会 社

株 式 会 社 日 立 製 作 所

今福下水処理場南沈澄池

協 和 機 電 工 業 株 式 会 社汚泥かき寄せ機外設備工事

沈澄池設備　一式

弁天抽水所雨水ポンプ用自家発電外設備工事
自家発電設備・特高受変電設備　一式

株 式 会 社 酉 島 製 作 所

中浜下水処理場水処理施設整備事業
水処理施設整備工　一式

株 式 会 社 ク ボ タ

(1)  重要契約の要旨

大林・鴻池・五洋・久本特定
建 設 工 事 共 同 企 業 体

住吉川耐震護岸（１工区）築造工事（その13）

本体築造工　一式

住之江下水処理場雨水滞水池並びに

平野市町抽水所No.12雨水ポンプ設備工事
雨水ポンプ設備　一式
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(2)  企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

（注）当年度発行額及び当年度償還額の上段（　）書きは、企業債の借替額を含まない。

2． 一時借入金

  な　　し

5． そ　 の 　他

(1)  一般会計補助金の使途について

当年度末残高種 類 前年度末残高 当年度発行額 当年度償還額

証 券 発 行 債
（9,441,080,000)

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

独 立 行 政 法 人
郵 便 貯 金 ・ 簡 易 生 命
保 険 管 理 機 構 借 入 金

財 務 省 借 入 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

． 資本的収入 円については、企業債償還金のうち課税仕入れの財源として発行したものに

　当しました。

円（特定収入）、課税仕入れ以外の財源として発行したものに 円（特定収入以

　外）、それぞれ充当しました。

 （一時借入金限度額 13,000,000,000円)

円（特定収入以外）、委託料等の課税仕入れに 円（特定収入）、それぞれ充

そ の 他 借 入 金

． 収益的収入の雨水等公費負担分 円については、企業債利息等の課税仕入れ以外に
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(2)  企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

（注）当年度発行額及び当年度償還額の上段（　）書きは、企業債の借替額を含まない。

2． 一時借入金

  な　　し

5． そ　 の 　他

(1)  一般会計補助金の使途について

当年度末残高種 類 前年度末残高 当年度発行額 当年度償還額

証 券 発 行 債
（9,441,080,000)

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

独 立 行 政 法 人
郵 便 貯 金 ・ 簡 易 生 命
保 険 管 理 機 構 借 入 金

財 務 省 借 入 金

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

． 資本的収入 円については、企業債償還金のうち課税仕入れの財源として発行したものに

　当しました。

円（特定収入）、課税仕入れ以外の財源として発行したものに 円（特定収入以

　外）、それぞれ充当しました。

 （一時借入金限度額 13,000,000,000円)

円（特定収入以外）、委託料等の課税仕入れに 円（特定収入）、それぞれ充

そ の 他 借 入 金

． 収益的収入の雨水等公費負担分 円については、企業債利息等の課税仕入れ以外に

円

円

円

△

平成 年度大阪市下水道事業損益計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

１． 営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 営 業 収 益

水 質 調 査 費

抽 水 所 費

処 理 場 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

総 係 費

減 価 償 却 費

3． 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

土 地 物 件 収 益

一 般 会 計 補 助 金

雑 収 益

4． 営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

繰 延 勘 定 償 却

そ の 他 特 別 利 益

5． 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

6． 特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金

2． 営 業 費 用

受 託 事 業 収 益

受 託 事 業 費

管 渠 費
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再 評 価 受 贈 財 産
積 立 金 評 価 額

円 円 円 円

当 年 度 末 残 高

当 年 度 変 動 額 △

減 債 積 立 金
か ら の 組 入

受 贈 財 産
評 価 額 の 受 入

工事負担金の訂正 △

当 年 度 純 利 益

議会の議決による
処 分 額

前 年 度 末 残 高

減 債 積 立 金
の 積 立

処 分 後 残 高

前 年 度 処 分 額

円

平 成 28 年 度 大 阪 市 下 水 道 

　（平成28年４月１日から　

資　本　金

剰          　   　     　余     　   　  　        金

                        資               本               剰                余               金

国庫補助金 工事負担金
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再 評 価 受 贈 財 産
積 立 金 評 価 額

円 円 円 円

当 年 度 末 残 高

当 年 度 変 動 額 △

減 債 積 立 金
か ら の 組 入

受 贈 財 産
評 価 額 の 受 入

工事負担金の訂正 △

当 年 度 純 利 益

議会の議決による
処 分 額

前 年 度 末 残 高

減 債 積 立 金
の 積 立

処 分 後 残 高

前 年 度 処 分 額

円

平 成 28 年 度 大 阪 市 下 水 道 

　（平成28年４月１日から　

資　本　金

剰          　   　     　余     　   　  　        金

                        資               本               剰                余               金

国庫補助金 工事負担金

　平成29年３月31日まで）

そ の 他
資本剰余金

円 円

△

△

(当年度未処分利益剰余金)

△

△

(繰越利益剰余金)

未 処 分 利 益 剰 余 金

円

△

円 円 円

合 計 利 益 剰 余 金 合 計

△

△

 事 業 剰 余 金 計 算 書

利 益 剰 余 金

剰          　   　     　余     　   　  　        金

減債積立金

資 本 合 計

                        資               本               剰                余               金

資 本 剰 余 金
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円 円 円

議会の議決による処分額

減 債 積 立 金 の 積 立

資 本 金 の 組 入

処 分 後 残 高
(繰越利益剰余金) 

△

△

△

当 年 度 末 残 高

平成28年度大阪市下水道事業剰余金処分計算書

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

1．

円

イ 円

ロ

△

ハ

△

ニ

△

ホ

△

ヘ

△

ト

△

チ 円

イ

ロ

ハ

ニ

イ

ロ

ハ

△

ニ

円

2．

△

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 投 資

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

投 資 そ の 他 の 資 産

受 益 債 権

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計

地 上 権

知 的 所 有 権

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

土 地

建 物

平成28年度大阪市下水道事業貸借対照表

(平成29年３月31日)

資          産          の          部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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円 円 円

議会の議決による処分額

減 債 積 立 金 の 積 立

資 本 金 の 組 入

処 分 後 残 高
(繰越利益剰余金) 

△

△

△

当 年 度 末 残 高

平成28年度大阪市下水道事業剰余金処分計算書

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 分
利 益 剰 余 金

1．

円

イ 円

ロ

△

ハ

△

ニ

△

ホ

△

ヘ

△

ト

△

チ 円

イ

ロ

ハ

ニ

イ

ロ

ハ

△

ニ

円

2．

△

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 投 資

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

投 資 そ の 他 の 資 産

受 益 債 権

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計

地 上 権

知 的 所 有 権

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

土 地

建 物

平成28年度大阪市下水道事業貸借対照表

(平成29年３月31日)

資          産          の          部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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円

円

3．

4．

5．

△収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

その他 流動 負債

流 動 負 債 合 計

負 担 金

預 り 金

引 当 金

未 払 金

前 受 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

負 担 金

その他 固定 負債

前 受 金

引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

負          債          の          部

固 定 負 債

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

繰 延 勘 定

企業債 発行 差金

その他 流動 資産

流 動 資 産 合 計

前 払 金

受 益 債 権

短 期 貸 付 金

有 価 証 券

貯 蔵 品
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円

円

3．

4．

5．

△収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

その他 流動 負債

流 動 負 債 合 計

負 担 金

預 り 金

引 当 金

未 払 金

前 受 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

負 担 金

その他 固定 負債

前 受 金

引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

負          債          の          部

固 定 負 債

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

繰 延 勘 定

企業債 発行 差金

その他 流動 資産

流 動 資 産 合 計

前 払 金

受 益 債 権

短 期 貸 付 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

円

円

イ

ロ

ハ

ニ

ホ 円

イ

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

資 本 金

剰 余 金

資          本          の          部
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　収　　　　益

円

その他特別利益

収　　　　　益　　　　　合　　　　　計

特 別 利 益

固定資産売却益

消化ガス売却収益

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

手 数 料

分 担 金

そ の 他 使 用 料

長期前受金戻入

雑 収 益

一般会計補助金

国 庫 補 助 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

営 業 外 収 益

受取利息及び
配 当 金

土地物件収益

占 用 料

その他営業収益

分 担 金

受託事業収益

受 託 工 事 収 益

特 別 汚 水 収 益

一般会計補助金

一 般 汚 水 収 益

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考

営 業 収 益

下水道使用料

１ 下水道事業収益

円

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

資金期末残高

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高 

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出

その他

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の増減額（△は増加）

その他

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

工事負担金による収入

有価証券の取得による支出

国庫補助金による収入

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

業務活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額

その他

小計

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

破産更生債権等の増減額（△は増加）

未収金の増減額（△は増加）

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

繰延勘定償却

有形固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

当年度純利益

減価償却費

平成28年度大阪市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー
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　収　　　　益

円

その他特別利益

収　　　　　益　　　　　合　　　　　計

特 別 利 益

固定資産売却益

消化ガス売却収益

そ の 他 雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

手 数 料

分 担 金

そ の 他 使 用 料

長期前受金戻入

雑 収 益

一般会計補助金

国 庫 補 助 金

預 金 利 息

貸 付 金 利 息

営 業 外 収 益

受取利息及び
配 当 金

土地物件収益

占 用 料

その他営業収益

分 担 金

受託事業収益

受 託 工 事 収 益

特 別 汚 水 収 益

一般会計補助金

一 般 汚 水 収 益

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考

営 業 収 益

下水道使用料

１ 下水道事業収益
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円

給 料

手 当

共 済 費

水 質 調 査 費

公 課 費

賞与引当金繰入額

薬 品 費

浚 渫 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

委 託 料

使用料及び賃借料

動 力 費

修 繕 費

役 務 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

備 消 品 費

燃 料 費

共 済 費

旅 費

給 料

手 当

処 理 場 費

報 酬

公 課 費

賞与引当金繰入額

浚 渫 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

委 託 料

使用料及び賃借料

修 繕 費

役 務 費

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考　費　　　　用

円

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

備 消 品 費

燃 料 費

共 済 費

旅 費

手 当

抽 水 所 費

給 料

公 課 費

賞与引当金繰入額

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

補償金及び賠償金

原 材 料 費

浚 渫 費

路 面 復 旧 費

使用料及び賃借料

役 務 費

委 託 料

旅 費

修 繕 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

手 当

共 済 費

管 渠 費

報 酬

給 料

備 消 品 費

燃 料 費

営 業 費 用

下水道事業費用

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考
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円

給 料

手 当

共 済 費

水 質 調 査 費

公 課 費

賞与引当金繰入額

薬 品 費

浚 渫 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

委 託 料

使用料及び賃借料

動 力 費

修 繕 費

役 務 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

備 消 品 費

燃 料 費

共 済 費

旅 費

給 料

手 当

処 理 場 費

報 酬

公 課 費

賞与引当金繰入額

浚 渫 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

委 託 料

使用料及び賃借料

修 繕 費

役 務 費

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考
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円

その他特別損失

費　　　　　用　　　　　合　　　　　計

特 別 損 失

そ の 他 雑 支 出

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

固 定 負 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

固 定 資 産 除 却 費

営 業 外 費 用

印 刷 製 本 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

資 産 減 耗 費

旅 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

減 価 償 却 費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

委 託 料

使用料及び賃借料

役 務 費

修 繕 費

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考

円

動 力 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

旅 費

備 消 品 費

賃 金

報 償 費

共 済 費

退 職 給 付 費

給 料

手 当

総 係 費

報 酬

工 事 請 負 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

印 刷 製 本 費

修 繕 費

受 託 事 業 費

備 消 品 費

公 課 費

賞与引当金繰入額

使用料及び賃借料

薬 品 費

役 務 費

委 託 料

光 熱 水 費

修 繕 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

旅 費

備 消 品 費

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考
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円

その他特別損失

費　　　　　用　　　　　合　　　　　計

特 別 損 失

そ の 他 雑 支 出

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

固 定 負 債 利 息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

固 定 資 産 除 却 費

営 業 外 費 用

印 刷 製 本 費

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

資 産 減 耗 費

旅 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

減 価 償 却 費

賞与引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

公 課 費

委 託 料

使用料及び賃借料

役 務 費

修 繕 費

款 項 目 節 金　　　　　　額 備　　　　　考
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(1)　有形固定資産

合　　　計

そ の 他 － －

処 理 場 － －

抽 水 所 － －

管 渠 － －

－－

そ の 他 機 械 設 備

抽 水 設 備

処 理 設 備

そ の 他 構 築 物

抽 水 設 備

処 理 設 備

排 水 設 備

そ の 他 建 物

施 設 用 建 物

事 務 所 用 建 物

建 物

－ －そ の 他 用 地

施 設 用 地 － －

－ －

土 地

事 務 所 用 地

円 円

－ －

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

固　　　定　　　資　　　産　　

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
減　価　償　却　累

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

円 円 円 円 円 円

土地へ振替

建物へ振替

構築物へ振替

機械及び装置へ振替

車両運搬具へ振替

工具、器具及び備品へ振替

負担金へ振替

－ 無形固定資産から振替

－

当 年 度 執 行 額

－

－

－ 増 加 額 減 少 額

雑 支 出

増 加 額

増 加 額

リ ー ス 資 産 の 計 上

減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

売 却

受 贈 財 産

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

受 贈 財 産

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

受 贈 財 産

建設仮勘定から振替 除 却

増 加 額 減 少 額

雑 収 益

－

科 目 の 振 替 科 目 の 振 替

雑 支 出受 贈 財 産

－

－

増 加 額 減 少 額

売 却建設仮勘定から振替

円 円

－

　明　　　細　　　書

　計　額 年 度 末
償 却 未 済 高

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考
累 計
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円 円

土地へ振替

建物へ振替

構築物へ振替

機械及び装置へ振替

車両運搬具へ振替

工具、器具及び備品へ振替

負担金へ振替

－ 無形固定資産から振替

－

当 年 度 執 行 額

－

－

－ 増 加 額 減 少 額

雑 支 出

増 加 額

増 加 額

リ ー ス 資 産 の 計 上

減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

売 却

受 贈 財 産

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

受 贈 財 産

増 加 額 減 少 額

建設仮勘定から振替 除 却

受 贈 財 産

建設仮勘定から振替 除 却

増 加 額 減 少 額

雑 収 益

－

科 目 の 振 替 科 目 の 振 替

雑 支 出受 贈 財 産

－

－

増 加 額 減 少 額

売 却建設仮勘定から振替

円 円

－

　明　　　細　　　書

　計　額 年 度 末
償 却 未 済 高

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考
累 計
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(2)　無形固定資産

(3)　投資その他の資産

△ △ △

そ の 他 投 資

合 計

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

出 資 金

円 円 円

建 設 仮 勘 定

受 益 債 権

合 計

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

知 的 所 有 権

地 上 権

施 設 利 用 権

円 円 円

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額



25

(2)　無形固定資産

(3)　投資その他の資産

△ △ △

そ の 他 投 資

合 計

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権 等

出 資 金

円 円 円

建 設 仮 勘 定

受 益 債 権

合 計

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

知 的 所 有 権

地 上 権

施 設 利 用 権

円 円 円

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

円

建設仮勘定から振替

建設仮勘定から振替

円

当年度執行額 施設利用権へ振替

知的所有権へ振替

有形固定資産へ振替

円 円

未収金から振替 不納欠損処分

△

△ 引当金の計上 不納欠損処分 △

減　少　額

増　加　額 △ 減　少　額

△

増　加　額

共同処理事業に伴う他都
市の起債の発行額

クリアウォーターＯＳＡ
ＫＡ株式会社株式の取得

増　加　額

流動資産へ振替

増　加　額 減　少　額

円

年 度 末 現 在 高 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

増　加　額 減　少　額

－

増　加　額

増　加　額

　　備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

円 円

当年度減価償 却高 年 度 末 現 在 高
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

ル号 公債

ワ号 〃 〃

ワ号 〃 〃

第 回

〃

〃  償還高のうち

 499,000,000円は

〃  28年度第6回公募

 公債に借替

 償還高のうち

 5,800,000,000円は

 28年度第163回

 共同発行市場公募

 地方債に借替

第 回  償還高のうち

 1,100,000,000円は

 28年度第6回公募

 公債に借替 

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

公 債
第 回

〃

備 考

証 券 発 行 債

第 回
〃

平成 年度

平成 年度

〃
〃

〃
〃

第 回

〃
第 回

〃
〃

〃 〃
〃

第 回

第 回

〃
〃

〃
〃

第 回

第 回

〃 〃 〃
〃

〃

公 募 地 方 債

〃

〃 〃 〃
〃

第 回

〃 〃 〃
〃

〃

〃
公 募 地 方 債

第 回

〃
公 募 公 債

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃
〃

〃
〃

公 募 公 債
第 回

〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

第 回〃

〃

〃
〃

公 募 地 方 債
共同発行市場

〃

〃
〃

第 回

〃
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃
公 募 公 債

〃

平成 年度

〃〃

〃 〃
〃

公 募 地 方 債
共同発行市場

〃

〃
公 募 公 債

〃
〃

第 回

〃

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度

平成 年度

共同発行市場

〃
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

ル号 公債

ワ号 〃 〃

ワ号 〃 〃

第 回

〃

〃  償還高のうち

 499,000,000円は

〃  28年度第6回公募

 公債に借替

 償還高のうち

 5,800,000,000円は

 28年度第163回

 共同発行市場公募

 地方債に借替

第 回  償還高のうち

 1,100,000,000円は

 28年度第6回公募

 公債に借替 

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

企      業      債      明      細      書

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

公 債
第 回

〃

備 考

証 券 発 行 債

第 回
〃

平成 年度

平成 年度

〃
〃

〃
〃

第 回

〃
第 回

〃
〃

〃 〃
〃

第 回

第 回

〃
〃

〃
〃

第 回

第 回

〃 〃 〃
〃

〃

公 募 地 方 債

〃

〃 〃 〃
〃

第 回

〃 〃 〃
〃

〃

〃
公 募 地 方 債

第 回

〃
公 募 公 債

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃
〃

〃
〃

公 募 公 債
第 回

〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

第 回〃

〃

〃
〃

公 募 地 方 債
共同発行市場

〃

〃
〃

第 回

〃
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃
公 募 公 債

〃

平成 年度

〃〃

〃 〃
〃

公 募 地 方 債
共同発行市場

〃

〃
公 募 公 債

〃
〃

第 回

〃

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

平成 年度

共同発行市場

〃

〃

〃

平成 年度

平成 年度

共同発行市場

〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

第 回

〃

第 回

〃

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

公 募 公 債
〃

〃

平成 年度

〃

〃
第 回

〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃

〃
〃

第 回

〃
公 募 公 債

第 回

平成 年度

〃

〃
第 回

〃
〃

第 回

〃

平成 年度

〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃
〃

第 回〃

〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃 〃
〃

第 回〃

〃

〃
〃

第 回

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

平成 年度

〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃
〃

第 回

〃

〃

〃
公 募 地 方 債

〃 〃 〃
〃

〃

共同発行市場

〃 〃 〃
〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

公 募 公 債
第 回

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

平成 年度

〃
公 募 地 方 債

〃

〃 〃
〃

〃

共同発行市場

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃 〃
〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃

〃

公 募 公 債
〃

〃

第 回平成 年度

〃

〃 〃
公 募 地 方 債

〃

共同発行市場

〃

〃 〃 〃
〃

〃 〃
公 募 公 債

第 回

平成 年度

〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

第 回

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃
共同発行市場

平成 年度

 (資本費平準化債)
公 募 地 方 債

〃 〃 〃
〃

〃 〃  (資本費平準化債)
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃 〃
公 募 公 債

第 回



28 29

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

第 回  18年度第6回公募

 公債の借替債

 18年度第43回公募

 地方債の借替債

 18年度第44回公募

 地方債の借替債

第 回  28年度新規債

（資本費平準化債）

〃  18年度第15回公債

 の借替債

昭和

平成

共同発行市場

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

平成 年度

公 募 地 方 債

〃

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃
公 募 公 債

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
公 募 公 債

第 回

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃 〃 〃
〃

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃

〃 〃
公 募 公 債

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃 〃
〃

〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃  28年度新規債
公 募 公 債

平成 年度

共同発行市場

〃 〃 〃  (      〃      )
〃

第 回

〃

〃 〃
公 募 公 債

平成 年度

〃

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃  28年度新規債
公 募 公 債

平成 年度

〃

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

財 務 省 借 入 金

〃
〃

元. 3.27

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

財政融資資金借入金

〃

〃

〃

財 務 省

第 回

第 回

〃

〃

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃
〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

第 回

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

第 回  18年度第6回公募

 公債の借替債

 18年度第43回公募

 地方債の借替債

 18年度第44回公募

 地方債の借替債

第 回  28年度新規債

（資本費平準化債）

〃  18年度第15回公債

 の借替債

昭和

平成

共同発行市場

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

平成 年度

公 募 地 方 債

〃

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃
公 募 公 債

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
公 募 公 債

第 回

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

共同発行市場

平成 年度

〃 〃 〃
〃

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃

〃 〃
公 募 公 債

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃 〃
〃

〃

〃 〃 〃  (資本費平準化債)
〃

〃

〃

〃 〃 〃
〃

〃

〃  28年度新規債
公 募 公 債

平成 年度

共同発行市場

〃 〃 〃  (      〃      )
〃

第 回

〃

〃 〃
公 募 公 債

平成 年度

〃

〃 〃
公 募 地 方 債

第 回

〃 〃
公 募 地 方 債

共同発行市場

〃

〃 〃 〃
〃

〃
〃

〃 〃  28年度新規債
公 募 公 債

平成 年度

〃

〃 〃 〃
〃

第 回

〃

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃  　　 〃
〃

財 務 省 借 入 金

〃
〃

元. 3.27

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

財政融資資金借入金

〃

〃

〃

財 務 省

第 回

第 回

〃

〃

第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃
〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

〃

〃

第 回

第 回

財 務 省

〃
財政融資資金借入金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃
〃

第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃

第 回

第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

第 回

〃
第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
第 回

〃
第 回

〃
第 回

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃

〃 〃 〃

〃 〃

〃 〃 〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

昭和

平成

元. 3.30

 　　 〃

独 立 行 政 法 人
郵便貯金・簡易生命
保険管理機構借入金

簡易生命

財 務 省
 28年度新規債

〃
 　　 〃

地 方 公 共 団 体

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃 〃

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

第 回
〃

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃
第 回

〃

平成 年度

〃
第 回

〃 〃
〃

平成 年度

〃

第 回
財政融資資金借入金
第 回

〃
第 回

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

第 回
保 険 資 産 借 入 金

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

元. 3.31

〃

〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

第 回

第 回

昭和 年度
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

昭和

平成

元. 3.30

 　　 〃

独 立 行 政 法 人
郵便貯金・簡易生命
保険管理機構借入金

簡易生命

財 務 省
 28年度新規債

〃
 　　 〃

地 方 公 共 団 体

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃 〃

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

第 回
〃

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃
第 回

〃

平成 年度

〃
第 回

〃 〃
〃

平成 年度

〃

第 回
財政融資資金借入金
第 回

〃
第 回

〃

〃 〃 〃

〃 〃 〃

第 回
保 険 資 産 借 入 金

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

〃

〃

〃

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

元. 3.31

〃

〃 〃 〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

〃

第 回

第 回

昭和 年度

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

第 回

〃
第 回

第 回
金 融 機 構 借 入 金

平成 年度
地 方 公 共 団 体

平成 年度

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃
〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回

〃
〃

平成 年度

〃

〃
〃
第 回

第 回
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃
〃

平成 年度

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

平成 年度

〃

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回

〃
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回

〃 〃
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃
平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃 〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

〃
平成 年度

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃

平成 年度

〃 〃
〃
第 回

〃
〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

金 融 機 構 借 入 金

第 回平成 年度
地 方 公 共 団 体

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃
〃

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

〃

〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃
第 回

第 回

平成 年度

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

 償還高のうち

 433,000,000円は

 28年度第165回

 共同発行市場公募

 地方債に借替

　28年度新規債
〃

金 融 機 構 借 入 金
第 回

第 回平成 年度
地 方 公 共 団 体

平成 年度

そ の 他 借 入 金

第 回

〃 〃 　　 　〃
〃

〃 〃  　　　〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃

〃

 (資本費平準化債)
〃

第 回

第 回
〃

公 債

〃

平成 年度

〃 〃
〃

銀 行 等 引 受 債
〃

〃

〃
第 回

〃

平成 年度

平成 年度

〃
〃

〃 〃
〃

第 回
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 回

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃 〃
〃

第 回

〃
〃

〃

平成 年度

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃

 計

〃
〃

〃

〃
第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

平成 年度
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

金 融 機 構 借 入 金

第 回平成 年度
地 方 公 共 団 体

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃
〃

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃
〃

〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

〃

〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃

〃
第 回

第 回

平成 年度

〃

〃

〃 〃
〃
第 回

第 回
〃

平成 年度

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃
第 回

〃

第 回

〃

平成 年度

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

 償還高のうち

 433,000,000円は

 28年度第165回

 共同発行市場公募

 地方債に借替

　28年度新規債
〃

金 融 機 構 借 入 金
第 回

第 回平成 年度
地 方 公 共 団 体

平成 年度

そ の 他 借 入 金

第 回

〃 〃 　　 　〃
〃

〃 〃  　　　〃
〃

第 回
〃

第 回
〃

〃

〃

 (資本費平準化債)
〃

第 回

第 回
〃

公 債

〃

平成 年度

〃 〃
〃

銀 行 等 引 受 債
〃

〃

〃
第 回

〃

平成 年度

平成 年度

〃
〃

〃 〃
〃

第 回
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

第 回

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃

〃 〃
〃

第 回

〃
〃

〃

平成 年度

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃

〃
第 回

〃

第 回
〃

〃

〃

〃 〃
〃

〃 〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

〃

〃 〃
〃

 計

〃
〃

〃

〃
第 回

第 回

〃

〃

〃

〃

〃

平成 年度

〃

平成 年度

平成 年度
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 水　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

円
うち仮受消費税

△ 及び地方消費税
円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

る繰越額　　　

予 算 額 地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

による繰越額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

決　　　算　　　額

平　成　28　年　度　大　阪　市　下 

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注)　1.　営業外費用には、公債償還基金による償還に伴う利息 14,227,896円を含まない。

　　　2.　営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

特 別 損 失

予 備 費

下水道事業費用

営 業 外 費 用

営 業 費 用

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 24条第３項の規定

による支出額

営 業 収 益

特 別 利 益

営 業 外 収 益

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

出額に係る財源充当額

下水道事業収益

区                   分

予 算 額
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 水　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

円
うち仮受消費税

△ 及び地方消費税
円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円
うち仮払消費税
及び地方消費税

円

る繰越額　　　

予 算 額 地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

による繰越額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

決　　　算　　　額
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第６項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

(注)　1.　資本的収入額 41,274,827,509円が資本的支出額 71,112,007,243円に対し不足する額 29,837,179,734円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,486,865,900円、減債積立金 3,101,297,771円及び損益勘定留保資金 

 　　     25,249,016,063円で補てんした。

 　　 2.　資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額 7,832,000,000円及び公債償還基金による償還額　　295,955,856円を含まない。

出 資 金

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

よる繰越額

雑 収 入

工 事 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

固定資産売却代金

企 業 債

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

資 本 的 収 入
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(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第６項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

(注)　1.　資本的収入額 41,274,827,509円が資本的支出額 71,112,007,243円に対し不足する額 29,837,179,734円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,486,865,900円、減債積立金 3,101,297,771円及び損益勘定留保資金 

 　　     25,249,016,063円で補てんした。

 　　 2.　資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額 7,832,000,000円及び公債償還基金による償還額　　295,955,856円を含まない。

出 資 金

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に

よる繰越額

雑 収 入

工 事 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

固定資産売却代金

企 業 債

区                   分

予 算 額

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計 条の規定による繰越

額に係る財源充当額

資 本 的 収 入
円 円 円 円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円

うち仮受消費税
及び地方消費税

円
うち仮受消費税
及び地方消費税

円

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

円

(注)　1.　資本的収入額 41,274,827,509円が資本的支出額 71,112,007,243円に対し不足する額 29,837,179,734円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,486,865,900円、減債積立金 3,101,297,771円及び損益勘定留保資金 

 　　 2.　資本的収入額及び資本的支出額には、企業債の借替額 7,832,000,000円及び公債償還基金による償還額　　295,955,856円を含まない。

よる繰越額 繰越額

予 算 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額 備　　  　考
継続費 地方公営企業法 継続費

逓 次 合　　　計 第 条の規定に 逓 次 合　　　計

繰越額

△

△

△

△

予 算 額

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△
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移動平均法による原価法

会計書類に関する注記

重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

出資金の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

建物 17～50年

構築物 10～60年

先入先出法による原価法

無形固定資産

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

施設利用権 ３～35年

地上権

機械及び装置 ６～35年

車両運搬具 ５～６年

工具、器具及び備品 ２～15年

減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

５年

知的所有権 ５～８年

リース資産

ている。

なお、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込まれる額

 1,009,926,695円を除いて算出している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上し
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賞与引当金

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、不納欠損処理していない債権のうち、５年経過した債権を回収不

能見込額とみなして算出している。

負担に属する額(12月から３月までの４か月分)を計上している。

なお、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込まれる額

 61,132,000円を除いて算出している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

キャッシュ・フロー計算書

消費税等の会計処理

企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債(当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

重要な非資金取引

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ 38,897,535円で

ある。

貸借対照表

リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた会

計処理によっている。

含む)のうち、総務省通知で示されている繰出しの基準に基づくと、一般会計が負担すると見込まれる

額は、261,893,953,877円である。

受益債権

他都市との共同処理事業において、資産の取得又は改良に充てるために起こした企業債のうち、他都

市の負担に帰すべきものとして確定した額であり、その未償還分を債権として計上している。

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっている。
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所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内
１年超

リース資産に係る経過措置

リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

円
円

その他

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として 8,472,794,626円を支給するため、退職給付引当金 5,451,674,589

円を使用した。

長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第

234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

短期リース債務 円
長期リース債務 円

計 円

計 円


